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コロナ禍による生活困窮者自立支援事業の状況について 

 

１、福岡県で自立相談支援事業と家計改善支援事業を受託している自治体の 

令和２年度４月～６月の累計実績。  
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自立相談の新規相談の受付件数は３９１２件で前年比３４０％、プラン作成件数は７

４９件で前年比１３０％である。新規相談件数の１９％をプラン作成しているというこ

とになる。昨年度は新規相談件数が１２０１件、支援プラン作成件数が５４１件で、新

規面談件数の４５％をプラン作成している。新規相談件数の対応でプラン作成に追いつ

かない状況である。 

家計改善支援のプラン作成件数は５６８件で前年比１３５％と伸び、自立相談の作成

プラン件数の７５％を占める。就労準備支援は対象自治体が増えたこともあり昨年度の

１４件から２２件に増えた。家計改善支援、就労準備支援は、コロナ禍で必要な事業で

あることが分かる。また、住居確保給付金は昨年の２８件から２９８件、生活福祉資金

等による貸付は昨年の１６件から２６０件に増えている。 

 

 

 

 

 

 



 

２、相談者の傾向 

（１）相談者の年齢 

   

  

（２）相談者の世帯人数 

   

     

（３）世帯収入状況 

     

  

 

相談者の年代比率は、子育て世代の割

合が多いと考えられる３０～４０代

が全体の４４％、稼働層と考えられる

３０～５０代が全体の６６％、６０代

以上が全体の２４％を占める。 

令和１年度の相談者の年代比率は、 

３０～５０代が全体の５７％だった。

稼働層の相談の割合が約 1 割増えて

いる。 

相談者の世帯数は１人が全体の３１％、

２人が全体の３３％、３人以上が全体の

３５％を占める。 

家族形態としては、単身、夫婦、ひとり

親世帯で全体の６４％を占めていると

考えられる。 

月収が１０万円代以下の世帯は全体

の４８％、２０万円代が全体の 

２０％、収入なしが全体の１４％を

占めている。月収２０万円代以下が

全体の８２％を占める。 

令和１年度の相談では収入なしは全

体の２．８％だった。収入なしの割

合が約１割増えている。 



 

（４）相談者の主訴 

      

 

３、「総合支援資金の特例貸付における３ヶ月を超える貸付」対応状況について 

～グリーンコープが受託している福岡県、熊本県、大分県、長崎県、佐賀県、鹿児島県、

山口県、兵庫県、岡山県の３７自治体より 

 

引き続きコロナ禍の影響で収入の減少や失業等により生活が困窮し日常生活の維持が

困難な方が総合支援資金の貸付期間を延長する際に、生活困窮者自立支援事業の支援に

つながり、円滑に貸付がすすめられるように自治体や社会福祉協議会と協議を始めた。

自治体の人口規模や担当部署、社会福祉協議会との関係で自立相談支援、家計改善支援

の関わり方が決まり、支援への繋ぎ方は同じではないことが分かった。政令指定都市、

中核市、郡部、一般市の対応状況を報告する。 

 

（１）神戸市家計改善支援事業（人口１５２万２千人）  

特例貸付の状況は、緊急小口資金貸付が約１３,６００件、総合支援資金が約４,８０

０件である。貸付の申請手続き前に必ず自立相談支援による支援開始するとはせず、

相談者から面談希望があれば自立相談支援の支援窓口に連絡してもらい対応する。申

込書の記載内容から速やかな支援が必要と判断される場合は、自立相談支援から連絡

して面談を行う。その後、必要な方には家計改善支援につなげる。家計改善支援の６

月までのプラン件数は２３件で前年比１２１％である。 

（２）北九州市（人口９４万５千人） 

住居確保給付金、総合支援資金の延長手続きの件数が多く、自立相談支援はその対応

に終始している。自立相談支援員の補充があり体制強化はされたが、それでも追いつ

かないほどの相談がきている。自立相談支援と家計改善支援が連携して、先行して家

計改善支援を行い支援内容を自立相談支援と共有しながらすすめている区や支援調整

会議が開催できない区もある。 

（３）岡山市家計改善支援事業（人口７１万９千人）  

特例貸付の状況は、緊急小口資金貸付が約３,２００件、総合支援資金の貸付が約１,

相談者の主訴は、収入激減が３０％、

生活費がないが２０％、失職が１４％

を占めている。住むところがないも

４％あった。 



 

４００件である。市と社会福祉協議会、自立相談支援、家計改善支援で協議して、

総合支援資金貸付延長の書類を郵送する際に自立相談支援（寄り添いサポートセン

ター）と家計改善支援の案内チラシを同封する。可能な限り自立相談と家計相談の

支援につながるように対応していく。家計改善支援の６月までのプラン件数は５４

件で前年比１８０％である。 

（４）久留米市（人口３０万４千人） 西エリア（人口１５万１千人）受託。 

特例貸付の状況は、緊急小口資金貸付が約２,３００件、総合支援資金が約１,００

０件である。市と社会福祉協議会、自立相談支援、家計改善支援で協議を行い、必

要に応じて自立相談支援、家計改善支援が支援することになるが、総合支援資金の

延長が必要な方が困らないようにすすめていくことを確認。社会福祉協議会に提出

する状況確認シートは自立相談支援で今後の支援方針等を記入した「支援開始」で

総合支援資金の延長貸付をすすていく。家計改善支援は電話で家計の状況を聞き取

り、必要に応じて面談を行い家計表を作成する等、臨機応変に対応している。 

 （５）県郡部  

県の担当部署とは、自立相談支援が支援を行うと判断したことで「支援決定」とす

ることを確認する。自立相談支援として、総合支援資金や住居確保給付金の延長で

対応件数が増えていくが、今後の支援につながっていくようにプラン化していき、

家計改善支援と連携しながらすすめていくとなった。各町の社会福祉協議会には、

総合支援資金の貸付延長の申請があった時は自立相談支援の相談窓口につないでも

らう。家計改善支援では、①相談時家計表（現状の家計の把握）、②家計計画表、を

作成して、社会福祉協議会への貸付あっせんをすすめていく。家計計画が立たない

場合は、家計計画表に今後の方針等を記載し、貸付あっせんを先に進め家計相談は

後から継続して行う。 

 （６）一般市 特徴的な２市を報告する。 

・鳥栖市家計改善支援事業（人口７万２千人）  

コロナ禍による貸付状況は、緊急小口資金貸付が３３０件、総合支援資金が１２４

件である。特徴として、外国籍の方への貸付が緊急小口資金貸付が１５１件（４

６％）、総合支援資金が１９件（１５％）と多いことである。その中でも留学生へ

の貸付が多い。留学生のアルバイト先で労働時間の削減や雇用の打ち切りにあい、

コロナ禍の影響を直に受けている。今後、すぐには就労条件が改善していく見通し

もないので相当数が総合支援資金の貸付延長になると思う。本年度より家計改善支

援事業が始まったこともあり、自立相談支援と家計改善支援が連携して支援してい

くことを確認した。 

・みやま市（人口３万６千人）  

特例貸付の状況は。緊急小口資金貸付が５０件、総合支援資金貸付が１７件である。

現在、総合支援資金の延長の相談はない。今後、貸付延長の希望があれば自立相談

支援と家計改善支援で対応していく。 

    

以上 


